生命保険契約における無催告失効条項の効力 by 安井 宏 & Hiroshi Yasui
１ は じ め に
(１) 生命保険契約における保険料の払込期日後の猶予期間内に払込み
がなければ保険契約は猶予期間満了日の翌日から失効するとする, いわゆ
る「無催告失効条項」(以下, 単に失効条項とする) について, 東京高裁
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えられており, かつ, そのような運用が確実に行われている場合には, 保
険契約者は不払いに気付くことができる。










































































































































このようなＡからの注意にもかかわらず, その後, Ｘは, 平成19年１
月分の保険料についても滞納したので, Ｙは, Ｘに対し, ２月分の保険料
論
説















たことは, 信義則に反し, 権利の濫用であるという主張もしているが, こ
の点については省略)。
このＸの請求に対し, 第一審判決 (横浜地裁平成20年12月４日判決)
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配慮がなされていること, といった点から, 消費者契約法10条後段に該
当せず, また, 公序良俗にも反しない。
(２) 控訴審判決 原判決取消し, Ｘの請求認容
そこで, Ｘが控訴。Ｙは, 控訴審においては, 督促の実務の存在や担当
者Ａからの度々の注意があったという事実を主張したが, 控訴審判決 (以
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また, 甘利説では, 新保険法の規定からも, 無催告解除を認めないとい
う解釈の可能性のあることが指摘されている。新保険法の各章の第４節で















4) また, 薬袋真司, 加藤昌利両弁護士による評釈も, 原判決に比較的好
意的である。両弁護士は, 消費者契約法10条後段の不当性の判断は, 契
約締結時を基準として一切の事情を考慮してなされるべきであるとされる
が, この一切の事情の考慮に関連して, まず, 次の４点の指摘をされる。
①「条項自体の不当性」と「個別具体的な適用結果の不当性」は区別すべ
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なお, 本判決には, 須藤正彦裁判官の反対意見があり, 次のような理由
から, 本件失効条項が10条後段に該当して無効であるとされる。



























































































掲・現代消費者法 No. 16, 120頁)。
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(１) 以上, 無催告失効条項の有効性について判断した本判決およびその
結論に対する学説の対応を概観した。そして, 本判決の結論を確認のため



















































②より基本的には, 後段該当性の判断において, 何故, 督促の実務が考慮
されるのかという点が問題となる。本件失効条項が大量取引処理型の保険
















者に共通する事情 (以下, 一般的事情とする) だけを考慮し, 個別的事情
論
説























考慮してなされる当事者間のバーゲニング (取引) の結果であり, 当事者
が考慮しなかった契約締結後の新たな事情を根拠として当該条項を無効と
するのは基本的に好ましくないこと (落合・前掲・『消費者契約法』150
頁), および, 契約締結後の事情まで考慮すると, ある一定の時点 (契約
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情は, 一般的なものであれ, 個別的なものであれ, 考慮されないことにな
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べきである (個別的事情は条項の主張 (適用) の段階で考慮されるべきで
あるとされており, 条項の有効性の問題と主張 (適用) の問題が区別され











































































































該条項の有効性の判断に際して考慮するかどうか, また, また, どの時点
でその実務が存在していれは良いのかという問題についても学説は一致し
ていなかった。


















































(４) なお, 実際に督促のはがきが不到達であった場合には, 保険者は失



























足立格・NBL 916号４頁, 浅井弘章・金判1327号１頁, 渡邊雅之・NBL
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いては, 大澤康孝「保険料支払い遅滞と無催告失効条項」横浜国際経済法
学18卷３号35頁 (2010年) が詳しい)。また, 2000年の消費者契約法制定
後も, 失効条項は消費者契約法10条に該当しないとする見解が多数である
(勝野義孝『生命保険契約における信義誠実の原則 消費者契約法の観








120頁 (以上, すべて2012年), 小林道生・判評648号23頁, 潮見佳雄・平
成24年度重判解説67頁, 鈴木恵・法セ増刊速報判例解説12号103頁, 村田
敏一・リマークス46号106頁, 大澤彩・セレクト2012［１］18頁, 甘利公
人・上智法学56卷１号95頁 (以上, すべて2013年), 川畑正文・曹時66巻
８号215頁, 徳津晶・北法64巻５号1750頁, 福本忍・法時87卷１号121頁




(４) 例えば, 山下 (友)・前掲・金法1950号42頁では, 督促があることが
最重要な考慮要素だとされており, 山本・前掲も, 督促が最重要な論点で
あるということは多くの論者によって共有されているとする (35頁・注８)。
(５) 落合誠一『消費者契約法』(有斐閣, 2001年) 150頁は, 当該消費者契
約締結時までの一切の事情を考慮すべきとする。契約締結時までの一切の
事情に限定されるのは, 契約条項は締結時までの事情を考慮してなされる
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論説
法と政治 66巻 2号 (2015年 8月) 45(207)
Sur 	
de la clause d’invalidation sans sommation
dans le contrat d’assurance sur la vie
Hiroshi YASUI
Ce 		
a pour objet d’examiner le  de la clause d’invalidation
sans sommation dans le contrat d’assurance sur la vie.
Voici le contenu de ce 		
:
1. La notion du de ce 		

2. 	de la Cour haute Tokyo, 30 septembre 2009.
3. 	de la Cour 
16 mars 2012.
4. La clause d’invalidation sans sommation s’oppose10 du code du contra
consommateur?
5. Conclusion
